
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　　　外務省）

計 102 223

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

政府開発援助海外協力事業委託費 102 223 平成２５年度に於いて本件第２陣前期研修費（平成２５年１１月から平成２６年３月の
５ヶ月分）を手当てし、平成２６年度に於いては同第２陣後期研修費（平成２６年４月
から１０月の７ヶ月分）及び第３陣前期研修費（平成２６年１１月から平成２７年３月の
５ヶ月分）を手当てする必要があるための増額。

―

(                   )(                   )
(５ヶ月間の日

本語研修)

単位当たり
コスト

平成２５年度から開始し、平成２６年度に最終合格者を
決定するため、現段階で単位コストを記載することは困
難。

算出根拠

訪日前研修を受講したベトナム人候補者の内、研修終
了後、半分以上が日本語検定試験のＮ３以上を取得し
来日、訪日後研修を２ヶ月以上受講し、受入れ施設・病
院及び養成施設で就労及び就学し、候補者の国家試験
合格率向上を期待する。

活動実績

（当初見
込み）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（２５年度）

ベトナムからの看護師・介護福祉士受入れと関税引き
下げはパッケージとして、日越経済連携協定の円滑な
実施を支える。ベトナムは看護師・介護福祉士候補者の
送り出しを重視しており、その成否は二国間関係に直結
する。

成果実績 １８０名

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％

執行率（％）

102 223

執行額

繰越し等

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 102 223

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　２０１１年１０月３１日の日ベトナム首脳会談において、日越経済連携協定に基づく交渉の結果、ベトナムから看護師・介護福
祉士候補者を受け入れる旨基本合意が行われた。候補者が円滑に看護・介護の現場で就労するためには、十分な日本語能
力の習得が不可欠であり、同首脳会談において日ベトナム両首脳が署名した「覚書」に基づき、ベトナム側から推薦のあった
候補者に対して日本語研修を実施するもの。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

●ベトナム人看護師・介護福祉士候補者１８０名程度を対象にベトナムで訪日前日本語研修を12ヶ月間実施し、看護・介護の
現場で最低限必要な基礎日本語の習得を目的とする。
●さらに、現地で訪日前研修を受けた者のうち一定レベルの日本語能力を有する者を対象に（当初5年間は日本語能力試験Ｎ
３を要件とし、１００～１２０名程度が訪日することを想定）、日本で訪日後研修を2ヶ月間実施し、日本社会・文化・職場環境へ
の適応及び看護・介護の現場で必要な専門用語を習得する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅰー１ー５　ﾀｲ､ﾍﾞﾄﾅﾑ､ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾗｵｽ､ﾐｬﾝﾏｰ等との友好関

係の強化

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第二項

関係する計画、
通知等

－

事業開始・
終了(予定）年度

平成２５年度開始 担当課室 南東アジア第一課 課長　　岩本　桂一

事業名

事業番号 新２５－６

日・ベトナム経済連携に基づく外国人看護師・介護福
祉士候補者に対する日本語研修

担当部局庁 アジア大洋州局・南部アジア部 作成責任者



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

充実した日本語研修を実施できるよう、研修の在り方を関係省庁間及び相手国政府と検討していくこととする。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

行政事業レビュー推進チームの所見

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

引き続き、適切かつ効率的な事業実施に努める。

平成24年平成23年 100

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

○ベトナムの高等教育機関全体へ日本語教育支援を
行うことに比べ、候補者を一箇所に集めて集中的な研
修を行うことで、看護・介護の現場で直ちに就労が開始
できる人材を養成すること可能となる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

ー

○

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

○

○

ー

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

事業番号 類似事業名

○事業費を構成する各項目毎に複数の見積もりと質を
比較し、最も質が高くて廉価なものを選択。

○費目・使途は、尼・比の例を参考にし、真に必要なも
のに限定している。

重
複
排
除

○

○

新２４－１５

○

○平成２６年度に訪日後研修候補者が来日する予定で
あり、今年度中に候補者に対する現地研修を開始する
必要がある。

○国が一括して実施することが効率的である。

○各地域課に於いて、各々が所管する国別に事業実施
を分担している。

所管府省・部局名
日・インドネシア経済連携に基づく外国人看
護師・介護福祉士候補者に対する日本語研
修事業

備考

外部有識者の所見

－

○

外務省アジア大洋州局・南部アジア部南東
アジア第二課




